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コロナ・パンデミック（COVID-19 Pandemic)は、2019 年 11 月 22 日に中華人民

共和国湖北省武漢市で原因不明のウイルス性肺炎が確認されたことに端を発する。翌

年 2020 年 1 月 30 日に世界保健機関 (WHO) が「国際的に懸念される公衆衛生上の緊

急事態 (PHEIC)」を宣言、3 月 11 日にはテドロス・アダノム WHO 事務局長がパン

デミックとの認識を表明、その 3 年後の 2023 年 5 月 5 日に WHO が緊急事態の終了

を宣言している。つまり発生から一応の終息までの期間は 2019 年-2023 年と考えて良

い。一方、国連の将来人口推計（WPP24）は 2023 年までのデータを元にした将来推

計であり、コロナ・ショックの直接的影響を考慮した推計といえる。そこで WPP19、

WPP22、WPP24 を用いて発生から終息までの 2019 年-2023 年を主要な観察期間とし

て各推計の人口指標の時系列変化を比較すれば、コロナ・パンデミックの人口学的イ

ンパクトを簡潔明瞭に示すことができると考えた。また経済・社会・環境変動につい

ては世界銀行 DB のデータを使い同様の分析を行った。人口動向への影響の指標とし

ては、総人口、合計出生率（TFR）、平均寿命の変動を①1950-2100 ➁2018-2025

（2018=100）③2018-2025（対前年増加率）について WPP19・22・24 の推計を比較

した。また国際人口移動については WPP24 にしぼり、世界と純転入地域（ヨーロッ

パ・アメリカ・オセアニア）と純転出地域（アフリカ・アジア・中南米）にわけ比較し

た。また社会・経済・環境への影響の指標としては、GDP、失業率、物価上昇率、海

外個人送金（対 GDP％）、絶対的貧困（4.2＄/日）、故意による殺人、都市人口成長率、

１人あたり炭素排出、炭素強度などに対する影響を検討した。 

 その結果、コロナ・パンディミックのインパクトは一時的・限定的であり、現在ま

でのところ長期的トレンドへの影響は観察されないことが明らかとなった。すなわち

サブサハラ・アフリカも含め、世界全体が少子高齢・人口減少に向かうトレンドに変

化はなく、社会・経済・環境についても長期的な改善傾向は続いており、今後も世界

の持続可能性は高まるとの展望が得られた。ただし急速な経済回復は各国の財政出動

によるものであり経済格差の拡大は続いている。またアフターコロナ後の新たな危機

として、移民排斥による国際人口移動の停滞、高関税政策による国際分業体制の阻害・

戦争継続による若年人口の喪失など、今後の動向が懸念される。 
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